
2 2 年 国 調人

口
1 7 年 国 調
増 減 率

住民基本台帳人口

2 5 . 3 . 3 1

2 4 . 3 . 3 1

増 減 率

25,607 人
人
％

27,057
-5.4 25,331 人 人

25,551

-0.9 ％

２２年国調区 分

4,010
29.7

第１次

第２次
2,584
19.1

産 業 構 造

１７年国調

30.7
4,434

2,787
19.3

第３次
6,917
51.2

7,207
49.9

配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

2,005,515

4,508 0.0

面 　 積
人 口 密 度

k㎡
人

99.46
257

4,508 0.1
3,356 0.0

都 道 府 県 名

41

佐 賀 県

団 体 名

4255

白石町

市 町 村 類 型 Ⅴ－０

地方交付税種地 2 - 2

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税

普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

2,078,251 15.9 2,078,251 27.3
152,110 1.2 152,110 2.0

3,356 0.0
918 0.0

201,796 1.5 201,796 2.6
1,521 0.0 1,521 0.0

- - - -
32,619 0.3 32,619 0.4

- - - -
5,803 0.0 5,803 0.1

5,618,579 43.1 5,116,881 67.1
5,116,881 39.2 5,116,881 67.1
501,698 3.8 - -

8,099,461 62.1 7,597,763 99.6
6,380 0.0 6,380 0.1

323,004 2.5 - -
193,948 1.5 10,768 0.1
57,174 0.4 6,554 0.1

1,301,157 10.0 - -
- - - -

1,040,996 8.0 - -
119,442 0.9 3,932 0.1

3,285 0.0 - -
516,355 4.0 - -
333,334 2.6 - -
199,434 1.5 339 0.0
848,400 6.5 - -

13,042,370 100.0 7,625,736 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

2,078,251

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

2,078,251 100.0 -

100.0 -
908,993 43.7 -
33,393 1.6 -
794,590 38.2 -

-

32,141 1.5

-

-
48,869

-

2.4 -

-

929,290 44.7

-

928,597 44.7

-

73,163 3.5
166,805 8.0

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

- -

- -
- - -
- - -
- - -

-

指 定 団 体 等

人

25,212

低 開 発

旧 産 炭

山 振

918

過 疎
給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

×

現 在 高

財政健全化等

指数表選定

財 源 超 過

う ち 日 本 人

25,551

×

×

×

0.0

○

-1.3

×

×

×

％

-

人

○

×

区　　　　分 平成 2 4年度 (千円 ) 平成 2 3年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

13,042,370 13,294,503
12,653,956 12,961,169

388,414 333,334
115,380 27,862
273,034 305,472
-32,438 81,831
280,649 386,336
149,149 -

- -
397,360 468,167

平成２４年度

一

般

職

員

等

区　　　分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員

うち技能労務員

教 育 公 務 員

う ち 消 防 職 員

臨 時 職 員

合 計

269 892,273 3,317

13 39,286 3,022

2 8,412 4,206

- - -

- - -

271 900,685 3,324

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

×

×

×

×

×

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ×

×常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 19.04.01 7,760

副市区町村長 1 23.04.01 6,300

区 分

３．産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、平成22年国調は分類不能の産業を除き、平成17年国調は分類不能の産業を含んでいる。
４．住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

教 育 長 1 19.04.01 5,380

議 会 議 長 1 17.01.01 3,280

議 会 副 議 長 1 17.01.01 2,740

議 会 議 員 16 17.01.01 2,550

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 2,443,324 19.3 2,254,843 2,225,361 27.4
う ち 職 員 給 1,526,954 12.1 1,347,619 - -

扶 助 費 1,336,404 10.6 520,229 519,517 6.4
公 債 費 1,618,013 12.8 1,605,067 1,455,918 17.9

元 利
償 還 金

10.8 1,354,052 1,204,903 14.8
250,910

一 時 借 入 金 利 子 105 0.0 105 105 0.0
( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

5,397,741 42.7 4,380,139 4,200,796 51.7
1,360,628 10.8 894,287 731,221 9.0

維 持 補 修 費 58,418 0.5 54,912 51,666 0.6
補 助 費 等 1,455,273 11.5 1,235,701 846,129 10.4

うち一部事務組合負担金 649,964 5.1 645,030 513,033 6.3
繰 出 金 1,265,698 10.0 1,124,247 1,011,080 12.5
積 立 金 621,171 4.9 533,247 - -
投資・出資金・貸付金 70,658 0.6 19,158 19,158 0.2
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

2,424,369 19.2投 資 的 経 費 634,881
70,842 0.6う ち 人 件 費 70,842

2,424,369 19.2普 通 建 設 事 業 費 634,881
12.5

震災復興特別交付税

628,251 5.0 385,712
災 害 復 旧 事 業 費

1,586,620 172,390

- - -
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

12,653,956 100.0 8,876,572

内
訳

経常経費充当一般財源等計

84.5

千 円

経  常  収  支  比  率

9,264,986

％ ％

17.3

(減収補 債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成23年度(千円)

15.6

6,101,529

うち減収補 債(特例分)

議 会 費

区  分 決 算 額(Ａ)

129,613

構成比

1.0

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

129,613
総 務 費 1,703,904 13.5 21,488 1,505,056
民 生 費 3,258,567 25.8 20,449 2,015,936

857,572衛 生 費 6.8 87,990 718,950
労 働 費 37,785 0.3 - 96
農 林 水 産 業 費 2,189,738 17.3 1,259,168 971,634
商 工 費 117,215 0.9 - 63,663
土 木 費 1,088,351 8.6 899,401 441,303
消 防 費 509,847 4.0 11,916 482,838
教 育 費 1,143,351 9.0 123,957 942,416
災 害 復 旧 費 - - - -
公 債 費 1,618,013 12.8 - 1,605,067
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

2,552,779

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 12,653,956 100.0 2,424,369 8,876,572

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計

下 水 道

上 水 道

工 業 用 水 道

交 通

国民健康保険

そ の 他

1,380,513

193,477

114,815

-

-

176,601

895,620

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 -193,773

再 差 引 収 支 -229,148

加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 3,648

被 保 険 者 数 ( 人 ) 7,646

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 104

国 庫 支 出 金 128

保 険 給 付 費 306

区　　　分 平成24年度(千円)

8,276,671

基 準 財 政 収 入 額 2,001,555
基 準 財 政 需 要 額 6,016,561
標 準 税 収 入 額 等 2,543,612
標 準 財 政 規 模 8,155,603
財 政 力 指 数 0.32
実 質 収 支 比 率 3.3
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 2,367,236
減  債 1,785,602
特 定 目 的 3,647,028

地 方 債 現 在 高 14,322,932

- -

（
支
出
予
定
額
）

物 件 等 購 入 -
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 398,907
実質的なもの 222,781

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 385,000
徴
収
率

現
年

計
98.8 96.4
99.1 97.5
98.4 94.8

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

0.32

債
務
負
担
行
為
額

20

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
495,100 3.8 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

2,078,251

- -

100.0

3.7

-

9.1

1.6 18.9

2,086,587
1,721,861
3,864,683

14,841,530

-

の 指 定 状 況

10.2実質公債費比率(％)

-
-

593,824
232,215

-
385,000

98.4 95.6
98.7 96.9
97.9 93.8

連結実質赤字比率(％)

×

×

健
全
化
判
断
比
率

-

元 金

6,860,050

90.0

旧 新 産

旧 工 特

利 子{ 1,366,998
2.0 250,910 250,910 3.1


